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目次中◎印のあるものは、高知県法規集に登載するものです。
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　◎高知県事務処理規則の一部を改正する規則

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〈 4・ 1掲示〉　　 1

規 則

高知県事務処理規則の一部を改正する規則をここに公布する。

令和 2年 4月 1日（掲示済）

高知県知事　濵田　省司

高知県規則第36号

高知県事務処理規則の一部を改正する規則

高知県事務処理規則（平成15年高知県規則第44号）の一部を次のように改正する。

第 3条の 2の表中

会計支援推進監

生活安全推進監

土木企画監

保健推進監

生活安全推進監

土木企画監

会計支援推進監

「

「

を

に改める。

第 3条の 3の表中「公文書制度の立案並びに情報の公開」を「公文書等の管理並びに情報公開」

に、「情報セキュリティ推進監」を「行政サービスデジタル化推進監」に、「情報セキュリティ対

策及び情報化施策」を「行政サービスのデジタル化」に、「企業立地推進監」を「ＩｏＰ推進監」

に、「企業立地に」を「ＩｏＰ推進に」に改める。

別表第 1の 1の( 3 )の項、 2の( 1 )の項、 2の( 3 )の項及び 2の( 4 )の項中「法務課長」を「法

務文書課長」に改め、同表の 2の(14)の項中「高知県行政手続条例」を「行政手続法（平成 5年法

律第88号）及び高知県行政手続条例」に、「法務課長」を「法務文書課長」に改め、同表の 2 の

(15)の項中「高知県行政手続条例」を「行政手続法及び高知県行政手続条例」に改め、同表の 2の

(16)のイの項中「係る審査請求」を「関する審査請求」に、「文書情報課長」を「法務文書課長」

に改め、同表の 2の(16)のエの項中「開示の請求に対する開示（部分開示を除く。）」を「全部の

開示をする旨」に改め、同表の 2 の(16)のカの項中「その他」を「アからオまでの事項以外の」

に、「の実施」を「に関すること。」に改め、同表の 2の(17)の項を次のように改める。

」

」

適正な会計事務に係る執行管理及び人材育成の推進に関

する専門的事務

交通安全及び犯罪のない安全で安心なまちづくりの推進

に関する専門的事務

土木政策の企画及び総合調整事務

県民の健康づくり及び保健師の人材育成に関する専門的

事務

交通安全及び犯罪のない安全で安心なまちづくりの推進

に関する専門的事務

土木政策の企画及び総合調整事務

適正な会計事務に係る執行管理及び人材育成の推進に関

する専門的事務
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(17)　個

人情報

保護に

関する

こと。

ア　高知県個人

情報保護制度

委員会からの

意見の聴取

イ　高知県個人

情報保護審査

会への諮問

ウ　個人情報の

開示決定等、

訂正決定等及

び是正決定等

並びに開示請

求、訂正請求

及び是正請求

に係る不作為

に関する審査

請求に対する

裁決

エ　個人情報の

開示決定等、

訂正決定等及

び是正決定等

並びに当該開

示決定等、訂

正決定等及び

是正決定等に

係る通知

オ　個人情報の

開示決定等に

係る第三者か

らの意見の聴

取及び第三者

への通知

カ　アからオま

での事項以外

の個人情報の

開示、訂正及

び是正に関す

ること。

キ　事業者の個

人情報の取扱

いに関するこ

と。

ク　アからキま

での事項以外

の個人情報保

護に関するこ

と。

	 	 	 	

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

	

法務文書

課長

〃

法務文書

課長

	

別表第 1の 3の( 9 )のウの項中「会計支援推進監及び土木企画監」を「保健推進監、土木企画監

及び会計支援推進監」に改め、同表の 4 の( 1 )の項、 4 の( 3 )の項、 6 の( 1 )のアの項から 6 の

( 1 )のウの項まで及び 6の( 2 )のアの項から 6の( 2 )のウの項までの規定中「法務課長」を「法務

文書課長」に改め、同表の11の( 3 )のイの項中「文書情報課長」を「法務文書課長」に改め、同表

の11の( 5 )のイの項中「法務課長」を「法務文書課長」に改め、同表備考 3中「情報セキュリティ

推進監」を「行政サービスデジタル化推進監」に、「企業立地推進監」を「ＩｏＰ推進監」に改

め、同表備考 5中「会計支援推進監及び土木企画監」を「保健推進監、土木企画監及び会計支援推

進監」に改め、同表備考11中「及び地域支援企画員（総括・連携担当）」及び「又は地域支援企画

員（総括・連携担当）」を削る。

別表第 2備考 6を削り、同表備考 7を同表備考 6とし、同表備考 8を同表備考 7とし、同表備考

9を同表備考 8とし、同表備考10を同表備考 9とし、同表備考11を同表備考10とし、同表備考12を

同表備考11とし、同表備考13を同表備考12とし、同表備考14を同表備考13とし、同表備考15を同表

備考14とし、同表備考16を同表備考15とし、同表備考17を同表備考16とし、同表備考18を同表備考

17とし、同表備考19を同表備考18とし、同表備考20を同表備考19とする。

別表第 3の 1の( 2 )を次のように改める。

( 2 )　法務文書課

事務の種類

1　条例に

関する事

務

備考

この事

務の合

議先及

び起案

合議先決裁権者

知

事

〇

副

知

事

専決権者

部

局

長

副

部

長

等

課

長

課

長

補

佐

等

所

長

受

任

者

所

長

事項（根拠条項）

( 1 )　地方自治法第179条

に規定する専決処分に係

る条例の制定及び改廃に

関すること。
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2　高知県

公報の発

行に関す

る事務

3　行政書

士法（昭

和26年法

律 第 4

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

4　宗教法

人法（昭

和26年法

律第126

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

者は、

別表第

1の 1

の( 2 )

及 び

( 3 )の

規定に

準 ず

る。

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

( 2 )　条例の公布の手続に

関すること。

高知県公報の発行に関す

ること。

( 1 )　行政書士試験の実施

及び指定試験機関への試

験事務の委任（法第 3条

及び第 4条第 1項）

( 2 )　行政書士及び行政書

士法人の事務所への立入

検査（法第13条の22第 1

項）

( 3 )　行政書士及び行政書

士法人に対する懲戒及び

聴聞の実施（法第14条、

第14条の 2第 1項及び第

2項並びに第14条の 3第

3項）

( 4 )　行政書士及び行政書

士法人について通知され

た事実に係る調査（法第

14条の 3第 2項）

( 5 )　行政書士会の会則の

認可（法第16条の 2）

( 6 )　行政書士会に対する

報告の徴収等（法第18条

の 6）

( 7 )　( 1 )から( 6 )までの

事項以外の法に関するこ

と。

( 1 )　宗教法人の規則の認

証等（法第12条第 1項並

びに第14条第 1項、第 2

項及び第 4項）

( 2 )　宗教法人の合併の認

証等（法第33条及び第39

条第 1項並びに同条第 2

項において読み替えて準

用する法第14条第 2項及

び第 4項）

( 3 )　宗教法人の任意解散

の認証等（法第44条第 1

項及び第46条第 1項並び

に同条第 2項において読

み替えて準用する法第14

条第 2項及び第 4項）

( 4 )　宗教法人の解散及び

清算に係る裁判所への意

見の提出（法第51条第 6

項）

( 5 )　宗教法人に対する報

告の徴収等（法第78条の

2第 1項及び第 2項）

( 6 )　宗教法人に対する公

益事業以外の事業の停止

命令（法第79条第 1項及

び同条第 4項において準

用する法第78条の 2第 2

項）

( 7 )　宗教法人の規則及び

合併の認証の取消し（法

第80条第 1項及び同条第

5項において準用する法
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5 　高知県

公益認定

等審議会

条例（平

成20年高

知県条例

第 2号）

及び高知

県公益認

定等審議

会条例施

行 規 則

（平成20

年高知県

規則第18

号）に関

する事務

6　高知県

行政不服

審査会条

例（平成

27年高知

県条例第

67号）に

関する事

務

7　訴訟に

関する事

務

8　高知県

公文書等

の管理に

関する条

例（令和

元年高知

県条例第

1号。以

下この項

において

「条例」

という｡)

及び高知

県公文書

等の管理

に関する

条例施行

規則（令

和元年高

知県規則

第36号）

に関する

事務

9　高知県

情報公開

条例（平

成 2年高

知県条例

第 1号。

以下この

項におい

て 「 条

例」とい

う。）に

関する事

務

法人を

所管す

る課の

職員に

係る高

知県公

益認定

等審議

会の書

記の任

命につ

い て

は、法

務文書

課長に

合議し

て、当

該課長

が専決

する。

公文書

館長

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇第78条の 2第 2項）

( 8 )　裁判所に対する宗教

法人の解散の請求等（法

第81条第 1 項及び第 5

項）

( 9 )　( 1 )から( 8 )までの

事項以外の法に関するこ

高知県公益認定等審議会

の庶務の総括（高知県公益

認定等審議会条例第11条及

び高知県公益認定等審議会

条例施行規則第 2条）

高知県行政不服審査会の

庶務（高知県行政不服審査

会条例第 8条）

法律相談員の委嘱に関す

ること。

( 1 )　高知県立公文書館の

休館日の変更等及び開館

時間の変更（条例第 5条

第 1項ただし書及び第 2

項ただし書）

( 2 )　高知県立公文書館の

施設、設備等の損傷及び

滅失による損害の認定

（条例第 6条）

( 3 )　公文書ファイル管理

簿の公表（条例第11条第

2項）

( 4 )　公文書の管理状況の

概要の公表（条例第13条

第 2項）

( 5 )　高知県公文書管理委

員会への諮問（条例第32

条第 1号）

( 6 )　公文書管理規則の制

定及び改正に係る実施機

関からの意見の聴取（条

例第39条第 1項）

( 7 )　( 1 )から( 6 )までの

事項以外の条例に関する

こと。

( 1 )　公文書の開示の運用

状況の公表（条例第18

条）

( 2 )　( 1 )の事項以外の条

例に関すること。
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10　高知県

個人情報

保護条例

（平成13

年高知県

条例第 2

号。以下

この項に

お い て

「条例」

という｡)

に関する

事務

〇

〇

( 1 )　条例の運用状況の公

表（条例第42条）

( 2 )　( 1 )の事項以外の条

例に関すること。

別表第 3の 1の( 3 )を削り、同表の 1の( 4 )の表 1の( 2 )の項中「に限る。）」を「に限る。）

並びに会計年度任用職員及び臨時的任用職員の職務専念義務の免除」に改め、同表の 1の( 4 )の表

2の( 2 )の項中「非常勤職員（再任用短時間勤務職員及び別表第 1の 3の(15)に掲げる委員等を除

く。）」を「会計年度任用職員」に、「報酬」を「給与」に、「雇用通知書」を「任用条件通知

書」に改め、同表の 1の( 4 )の表 2の( 3 )の項を次のように改める。

別表第 3の 1の( 4 )の表 3の( 1 )の項中「認定」を「認定並びに会計年度任用職員」に改め、同

表の 1の( 4 )を同表の 1の( 3 )とし、同表の 1の( 5 )を同表の 1の( 4 )とし、同表の 1の( 6 )を同

表の 1の( 5 )とし、同表の 1の( 7 )を同表の 1の( 6 )とし、同表の 1の( 8 )の表 1の項中「地方法

人特別税」を「地方法人特別税（地方税法等の一部を改正する等の法律（平成28年法律第13号）附

則第31条第 2項の規定によりなおその効力を有するものとされた同法第 9条の規定による廃止前の

地方法人特別税等に関する暫定措置法（平成20年法律第25号）に規定する地方法人特別税をいう。

以下同じ。）及び特別法人事業税」に改め、同表の 1 の( 8 )の表 1 の(12)の項中「(11)」を

「(12)」に改め、同項を同表の 1の( 8 )の表 1の(13)の項とし、同表の 1の( 8 )の表中 1の(11)の

項を 1の(12)の項とし、 1の(10)の項を 1の(11)の項とし、 1の( 9 )の項を 1の(10)の項とし、 1

の( 8 )の項の次に次のように加える。

別表第 3の 1の( 8 )の表 2の項中「地方法人特別税」を「地方法人特別税及び特別法人事業税」

に改め、同表の 1の( 8 )の表 2の( 7 )の項中「自動車税に係る不申告等」を「自動車税種別割の納

税管理人に係る不申告」に、「第149条第 1 項及び第 2 項」を「第145条第 1 項及び第 2 項」に改

め、同表の 1の( 8 )の表 2の( 8 )の項中「自動車税の納税管理人に係る不申告」を「自動車税種別

( 3 )　臨時的任用職員の任

免及び給与に関するこ

と。

〇

〇( 9 )　軽自動車税の環境性

能割に係る徴収取扱費の

受入れ（法附則第29条の

16第 1項）

割に係る不申告等」に、「第151条第 1 項及び第 2 項」を「第155条の 9 第 1 項及び第 2 項」に改

め、同表の 1の( 8 )の表 3の項を次のように改める。

別表第 3の 1の( 8 )の表 9の項中「自動車取得税」を「自動車税環境性能割」に改め、同表の 1

の( 8 )を同表の 1の( 7 )とし、同表の 1の( 9 )を同表の 1の( 8 )とし、同表の 1の(10)の表を次の

ように改める。

〇3　地方法

人特別税

等に関す

る暫定措

置法（地

方税法等

の一部を

改正する

等の法律

（平成28

年法律第

13号）第

9条の規

定による

廃止前の

地方法人

特別税等

に関する

暫定措置

法 を い

う。以下

この項に

おいて同

じ。）及

び特別法

人事業税

及び特別

法人事業

譲与税に

関する法

律（平成

31年法律

第 4号）

に関する

事務

地方法人特別税及び特別

法人事業税に関する総務大

臣への報告等（地方税法等

の一部を改正する等の法律

（平成28年法律第13号）附

則第32条の規定によりなお

その効力を有するものとさ

れた地方法人特別税等に関

する暫定措置法第20条及び

特別法人事業税及び特別法

人事業譲与税に関する法律

第18条）

事務の種類 備考合議先事項（根拠条項） 決裁権者
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1　電子計

算機及び

ネットワ

ークの運

営に関す

る事務

2　行政サ

ービスの

デジタル

化に関す

る事務

3　情報通

信基盤の

整備に関

する事務

( 1 )　電子計算機の運営に

関すること。

( 2 )　県庁ネットワークの

運営管理に関すること。

( 3 )　高知県情報ハイウェ

イの運営管理に関するこ

と。

( 4 )　高知県情報ハイウェ

イの民間利用に関するこ

と。

( 5 )　高知県情報セキュリ

ティクラウドの運営管理

に関すること。

( 6 )　総合行政ネットワー

クの運営管理に関するこ

と。

行政サービスのデジタル

化に関すること。

( 1 )　国の無線システム普

及支援事業費等補助金交

付要綱及び情報通信格差

是正事業費交付要綱に基

づく財産処分に関するこ

と。

知

事

受

任

者

所

長

副

知

事

専決権者

部

局

長

副

部

長

等

課

長

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

課

長

補

佐

等

所

長

1　医師法

（昭和23

年法律第

201号）

に関する

事務

2　歯科医

師法（昭

和23年法

律第202

号）に関

する事務

3　薬剤師

法（昭和

35年法律

第146号)

に関する

事務

4　健康増

進法（平

成14年法

律第103

号。以下

この項に

お い て

「法」と

いう。）

に関する

事務

	

保健所

長

〃

		

〇

〇

〇

〇

〇

	

〇

〇

( 2 )　放送法（昭和25年法

律第132号）に基づく小

規模施設特定有線一般放

送の業務に係る届出の受

理等に関すること。（同

法第133条、第135条、第

145条第 2 項から第 4 項

まで、第174条及び第175

条）

医師の氏名等の届出の経

由（医師法第 6条第 3項）

歯科医師の氏名等の届出

の経由（歯科医師法第 6条

第 3項）

薬剤師の氏名等の届出の

経由（薬剤師法第 9条）

( 1 )　都道府県健康増進計

画の策定（法第 8条第 1

項）

( 2 )　専門的な知識及び技

術を必要とする保健指導

等に関すること。（法第

18条第 1項第 1号及び第

3号）

( 3 )　生活習慣相談等の実

別表第 3の 1の(10)を同表の 1の( 9 )とし、同表の 1の(11)を同表の 1の(10)とし、同表の 1の

(12)を同表の 1の(11)とし、同表の 3の( 1 )の表 1の項から 4の項までを次のように改める。
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〃

〃

保健所

長

〃

保健所

長

保健所

長

保健所

長

〃

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

施に関する市町村相互間

の連絡調整及び市町村に

対する技術的援助（法第

18条第 2項）

( 4 )　健康増進事業の実施

に関する市町村相互間の

連絡調整及び市町村に対

する技術的援助（法第19

条の 3）

( 5 )　生活習慣相談等及び

健康増進事業の実施の状

況に関する市町村からの

報告の徴収（法第19条の

4）

( 6 )　特定施設における喫

煙の中止等の命令（法第

29条第 2項）

( 7 )　特定施設の管理権原

者等に対する指導及び助

言（法第31条）

( 8 )　特定施設の管理権原

者等に対する器具等の撤

去等の勧告（法第32条第

1項）

( 9 )　( 8 )の勧告に従わな

かったときのその旨の公

表（法第32条第 2項）

(10)　( 8 )の勧告に係る措

置命令（法第32条第 3

項）

(11)　喫煙専用室設置施設

等の管理権原者に対する

喫煙専用室標識等の撤去

等の勧告（法第34条第 1

項）

(12)　(11)の勧告に従わな

かったときのその旨の公

表（法第34条第 2項）

(13)　(11)の勧告に係る措

置命令（法第34条第 3

項）

(14)　喫煙目的室設置施設

の管理権原者に対する喫

煙目的室標識等の撤去等

の勧告（法第36条第 1項

及び第 2項）

(15)　(14)の勧告に従わな

かったときのその旨の公

表（法第36条第 3項）

(16)　(14)の勧告に係る措

置命令（法第36条第 4

項）

(17)　特定施設の管理権原

者等に対する報告の徴収

及び立入検査等（法第38

条第 1項）

(18)　喫煙可能室設置施設

の管理権原者に対する喫

煙可能室標識等の撤去等

の勧告（健康増進法の一

部を改正する法律（平成

30年法律第78号。以下こ

の項において「一部改正

法」という。）附則第 2

条第 1項の規定により読

み替えて適用する法第34

条第 1項）

(19)　(18)の勧告に従わな

かったときのその旨の公

表（一部改正法附則第 2

条第 1項の規定により読

み替えて適用する法第34

条第 2項）
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保健所

長

〃

保健所

長

〃

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

(20)　(18)の勧告に係る措

置命令（一部改正法附則

第 2条第 1項の規定によ

り読み替えて適用する法

第34条第 3項）

(21)　喫煙可能室設置施設

の管理権原者等に対する

報告の徴収及び立入検査

等（一部改正法附則第 2

条第 5項）

(22)　指定たばこ専用喫煙

室設置施設等の管理権原

者に対する指定たばこ専

用喫煙室標識等の撤去等

の勧告（一部改正法附則

第 3条第 1項の規定によ

り読み替えて適用する法

第34条第 1項）

(23)　(22)の勧告に従わな

かったときのその旨の公

表（一部改正法附則第 3

条第 1項の規定により読

み替えて適用する法第34

条第 2項）

(24)　(22)の勧告に係る措

置命令（一部改正法附則

第 3条第 1項の規定によ

り読み替えて適用する法

第34条第 3項）

(25)　指定たばこ専用喫煙

室設置施設等の管理権原

者等に対する報告の徴収

及び立入検査等（一部改

正法附則第 3条第 3項）

(26)　喫煙可能室の設置等

の届出の受理（健康増進

法施行規則等の一部を改

正する省令（平成31年厚

生労働省令第17号）附則

第 2条第 6項から第 8項

まで）

(27)　( 1 )から(26)までの

事項以外の法に関するこ

と。

別表第 3の 3の( 2 )の表 2の( 1 )の項中「第 7条第 5項及び第11項」を「第 7条第 4項及び第10

項」に改め、同表の 3の( 2 )の表 2の( 2 )の項を同表の 3の( 2 )の表 2の( 7 )の項とし、同表の 3

の( 2 )の表 2の( 1 )の項の次に次のように加える。

別表第 3の 3の( 2 )の表 3の( 1 )の項中「第 7条第 5項及び第11項」を「第 7条第 4項及び第10

	

〇

〇

〇

〇

〇

( 2 )　臨床研修病院の指定

及び当該指定の取消し

（法第16条の 2第 1項及

び第 4項）

( 3 )　研修医の定員の設定

及び当該設定に係る厚生

労働大臣への通知（法第

16条の 3第 3項及び第 5

項）

( 4 )　医師の研修に関する

計画の策定及び変更に係

る厚生労働大臣への意見

の具申（法第16条の10第

3項）

( 5 )　高知県地域医療対策

協議会からの意見の聴取

その他の高知県地域医療

対策協議会に関すること

（医事薬務課が所掌する

事項を除く。）。（法第

16条の 2第 6項、第16条

の 3第 6項及び第16条の

10第 4項）

( 6 )　( 1 )から( 5 )までの

事項以外の法に関するこ

と（健康長寿政策課及び

医事薬務課が所掌する事

項を除く。）。
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項」に改め、同表の 3の( 6 )の表27の( 6 )の項から27の( 8 )の項までを次のように改める。

別表第 3の 4の( 1 )の表中23の項を24の項とし、22の項を23の項とし、21の項を22の項とし、20

の項を21の項とし、19の項を20の項とし、18の項を19の項とし、17の項を18の項とし、16の項を17

の項とし、15の項を16の項とし、14の項を15の項とし、13の項を14の項とし、12の項を13の項と

し、11の項を12の項とし、10の項を11の項とし、 9の項を10の項とし、 8の項を 9の項とし、 7の

項を 8の項とし、 6の項を 7の項とし、 5の項を 6の項とし、 4の項を 5の項とし、 3の項を 4の

項とし、 2の項を 3の項とし、 1の項の次に次のように加える。

別表第 3の 4の( 3 )の表 2の項を次のように改める。

〇

〇

〇

課長が

適当で

あると

認める

ものに

ついて

は、保

健所長

が専決

する。

〃

保健所

長

( 6 )　犬及び猫を収容した

ときの当該飼い主への通

知及び公示、当該飼い主

への引渡し並びに処分

（条例第24条）

( 7 )　飼い主から引き取っ

た犬及び猫並びに収容し

た期間が経過した犬及び

猫の譲渡（条例第25条）

( 8 )　野犬等の駆除及び当

該駆除の周知（条例第26

条）

2　生活困

窮者自立

支 援 法

（平成25

年法律第

105号。

以下この

項におい

て「法」

という｡)

に関する

事務

	

福祉保

健所長

〃

〃

〇 	

〇

〇

〇

( 1 )　市等に対する必要な

助言等（法第 4条第 2項

第 1号）

( 2 )　生活困窮者自立相談

支援事業の実施等（法第

5条第 1項及び第 2項）

( 3 )　生活困窮者住居確保

給付金の支給（法第 6条

第 1項）

( 4 )　子どもの学習・生活

支援事業の実施等（法第

7条第 2項第 2号及び同

条第 3項において準用す

福祉保

健所長

〃

〃

〃

〃

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

る法第 5条第 2項）

( 5 )　生活困窮者就労訓練

事業の認定及び当該認定

の取消し（法第16条第 1

項及び第 3項）

( 6 )　生活困窮者住居確保

給付金の支給に係る不正

利得の徴収（法第18条第

1項）

( 7 )　生活困窮者住居確保

給付金の支給を受けた生

活困窮者等に対する報告

の徴収（法第21条第 1

項）

( 8 )　官公署等に対する資

料の提供等の求め（法第

22条第 1項）

( 9 )　生活困窮者住居確保

給付金の支給を受ける生

活困窮者等に対する住宅

の状況に関する報告の徴

収（法第22条第 2項）

(10)　生活困窮者住居確保

給付金等についての情報

提供等（法第23条）

(11)　( 1 )から(10)までの

事項以外の法に関するこ

と。

2　児童福

祉法（以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

〇( 1 )　指定障害児通所支援

事業者の指定等（法第21

条の 5の 3第 1項並びに

第21条の 5の15第 1項か

ら第 3 項まで及び第 5

項）
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事務

児童相

談所長

〃

〃

〃

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

〇

	

〇

〇

〇

〇

〇

〇

( 2 )　指定障害児通所支援

事業者の指定の更新等

（法第21条の 5の16第 1

項並びに同条第 4項にお

いて読み替えて準用する

法第21条の 5の15第 1項

から第 3項まで及び第 5

項）

( 3 )　指定障害児通所支援

事業者の指定の変更等

（法第21条の 5の20第 1

項並びに同条第 2項にお

いて読み替えて準用する

第21条の 5の15第 3項及

び第 5項）

( 4 )　指定障害児通所支援

事業者からの名称等の変

更等の届出の受理（法第

21条の 5の20第 3項及び

第 4項）

( 5 )　指定障害児事業者等

に対する措置の勧告及び

命令等（法第21条の 5の

23第 1 項から第 4 項ま

で）

( 6 )　指定障害児通所支援

事業者の指定の取消し等

（法第21条の 5の24第 1

項）

( 7 )　障

害児入

所給付

費に関

するこ

と。

ア　額の決定及

び支給（法第

24条の 2）

イ　支給の要否

の決定（法第

24条の 3第 2

項）

ウ　入所受給者

証の交付（法

第24条の 3第

6項）

エ　支給の決定

の取消し及び

入所受給者証

の返還の求め

（法第24条の

4）

オ　アからエま

での事項以外

の障害児入所

給付費に関す

ること。

( 8 )　指定障害児入所施設

の指定等（法第24条の 2

第 1項並びに第24条の 9

第 1項及び第 2項並びに

同条第 3項において読み

替えて準用する法第21条

の 5の15第 3項）

( 9 )　指定障害児入所施設

の指定の更新等（法第24

条の10第 1項並びに同条

第 4項において読み替え

て準用する法第24条の 9

第 1項及び第 2項並びに

同条第 3項において読み

替えて準用する法第21条

の 5の15第 3項）

(10)　指定障害児入所施設

の指定の変更等（法第24

条の13第 1項並びに同条

第 2項において読み替え

て準用する法第21条の 9

第 2項及び同条第 3項に

おいて読み替えて準用す

る法第21条の 5の15第 3

項）

(11)　指定障害児入所施設
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児童相

談所長

児童相

談所長

〃

〃

〃

〃

	

〇

〇

〇

〇

〇

	

〇

〇

〇

〇

〇

〇

の設置者からの住所等の

変更の届出の受理（法第

24条の13第 3項）

(12)　指定障害児入所施設

の設置者に対する措置の

勧告及び命令等（法第24

条の16）

(13)　指定障害児入所施設

の指定の取消し等（法第

24条の17）

(14)　指定障害児入所施設

の利用についてのあっせ

ん及び調整並びに指定障

害児入所施設の設置者に

対する要請（法第24条の

19第 2項）

(15)　障害児入所医療費に

関すること。（法第24条

の20第 1項及び第 3項並

びに法第24条の21におい

て読み替えて準用する法

第19条の20第 1項、第 3

項及び第 4項）

(16)　報告及び送致のあっ

た児童の入所措置及び指

定発達支援医療機関に対

する児童の入院委託（法

第27条第 1項第 3号及び

第 2項並びに第31条第 3

項）

(17)　(16)の措置に係る児

童福祉施設の長及び指定

発達支援医療機関の長か

らの届出の受理（児童福

祉法施行規則（昭和23年

厚生省令第11号）第27

条）

(18)　児童の一時保護の委

託（法第33条第 2項）

(19)　(16)の措置に係る費

用の支弁（法第50条第 7

号及び第 7号の 2）

(20)　(19)の費用の支弁に

伴う本人等の負担能力に

応じた費用の徴収（法第

56条第 2項）

(21)　審査請求に関するこ

と。（法第56条の 5の 5

第 1項）

(22)　( 1 )から(21)までの

事項以外の法に関するこ

と（健康対策課、児童家

庭課及び福祉指導課が所

掌する事項を除く。）。

別表第 3の 4の( 5 )の表 1の(29)の項中「に係るもの」を「に係るもの並びに健康対策課、障害

福祉課及び福祉指導課が所掌する事項」に改め、同表の 4の( 5 )の表 2の( 5 )の項中「第11条第 3

項」を「第11条第 4項」に改め、同表の 4の( 5 )の表 2の( 6 )の項中「第11条第 4項」を「第11条

第 5項」に改め、同表の 4の( 7 )の表 1の項を削り、同表の 4の( 7 )の表 2の項を同表の 4の( 7 )

の表 1の項とし、同表の 4の( 7 )の表 3の( 3 )の項中「老人福祉法」を「無料低額宿泊所、老人福

祉法」に改め、同項を同表の 4の( 7 )の表 3の( 4 )の項とし、同項の次に次のように加える。

別表第 3の 4の( 7 )の表 3の( 2 )の項の次に次のように加える。

〇

〇

〇

( 5 )　無料低額宿泊所を経

営する者に対する改善命

令（法第71条）

( 6 )　無料低額宿泊所を経

営する者に対する事業の

制限等の命令（法第72

条）

( 3 )　無料低額宿泊所（無

料低額宿泊所の設置及び

運営に関する基準（令和

元年厚生労働省令第34

号）第 1条に規定する無

料低額宿泊所をいう。
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2

( 4 )から( 6 )までにおい

て同じ。）を経営する者

からの事業の開始等の届

出の受理（法第68条の 2

から第68条の 4まで）

別表第 3の 4の( 7 )の表 3の項を同表の 4の( 7 )の表 2の項とし、同表の 4の( 7 )の表 4の( 3 )

の項中「第21条の 5の21第 1項」を「第21条の 5の22第 1項」に改め、同表の 4の( 7 )の表中 4の

項を 3の項とし、 5の項を 4の項とし、 6の項を 5の項とし、 7の項を 6の項とし、 8の項を 7の

項とし、 9の項を 8の項とし、10の項を 9の項とし、同表の 5の( 3 )の表中18の項を19の項とし、

17の項を18の項とし、16の項を17の項とし、15の項を16の項とし、14の項を15の項とし、13の項を

14の項とし、12の項の次に次のように加える。

別表第 3の 5の( 4 )の表 5の項中「成年被後見人等」を「禁錮以上の刑に処せられた者等」に改

め、同表の 7の( 1 )の表に次のように加える。

13　高知県

犯罪被害

者等支援

条例（令

和 2年高

知県条例

第 3号。

以下この

項におい

て 「 条

例」とい

う。）に

関する事

務

5　棚田地

域振興法

（令和元

年法律第

42号。以

下この項

において

「法」と

いう。）

に関する

事務

関係す

る部局

長

農業振

興部長

農業政

策課長

農業振

興部長

農業政

〇

〇

〇

	

〇

	

〇

	

〇

( 1 )　犯罪被害者等の支援

に関する指針の策定及び

変更等（条例第21条）

( 2 )　高知県犯罪被害者等

支援推進会議の庶務（条

例第22条第12項）

( 3 )　( 2 )の事項以外の高

知県犯罪被害者等支援推

進会議に関すること。

( 1 )　高知県棚田地域振興

計画の策定及び変更（法

第 6 条第 1 項及び第 8

項）

( 2 )　指定棚田地域振興活

動計画の作成及び変更に

係る指定棚田地域振興協

議会からの協議（法第 8

条第 5項及び第 6項）

( 3 )　市町村からの指定棚

田地域振興活動計画の認

定及び変更の認定の申請

策課長

〇

の経由（法第10条第 2項

及び第 6項）

( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の法に関するこ

と（農業政策課が所掌す

る事項を除く。）。

別表第 3の10の( 1 )の表に次のように加える。

3　棚田地

域振興法

（以下こ

の項にお

いて｢法｣

という｡)

に関する

事務

中山間

振興・

交通部

長

中山間

地域対

策課長

〇 	

〇

〇

( 1 )　指定棚田地域の指定

及び当該指定の解除の申

請（法第 7条第 1項及び

第 6項）

( 2 )　( 1 )の申請に係る関

係市町村との協議（法第

7条第 2項及び同条第 6

項において準用する同条

第 2項）

( 3 )　( 1 )及び( 2 )の事項

以外の指定棚田地域に関

すること。

別表第 3の10の( 2 )の表 3の( 6 )の項中「( 5 )」を「( 6 )」に改め、同項を同表の10の( 2 )の表

3の( 7 )の項とし、同表の10の( 2 )の表中 3の( 5 )の項を 3の( 6 )の項とし、 3の( 4 )の項を 3の

( 5 )の項とし、 3の( 3 )の項を 3の( 4 )の項とし、同表の10の( 2 )の表 3の( 2 )の項中「入校手数

料等」を「入校料及び授業料」に改め、同項を同表の10の( 2 )の表 3の( 3 )の項とし、同表の10の

( 2 )の表 3の( 1 )の項の次に次のように加える。

別表第 3の10の( 4 )の表 7の項中「関すること」を「関すること（県育成品種（県が品種登録を

受けている品種をいう。）に係るものに限る。）」に改め、同表の10の( 4 )の表中 9の項を削り、

〇 高知県

立農業

大学校

長

( 2 )　( 1 )の事項のうち大

学等における修学の支援

に関する法律（令和元年

法律第 8号）第 8条第 1

項の規定による授業料等

減免対象者としての認定

（規則第23条第 2項第 1

号）
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10の項を 9 の項とし、11の項を10の項とし、同表の10の( 7 )を同表の10の( 8 )とし、同表の10の

( 6 )の表16の(11)の項を次のように改める。

別表第 3の10の( 6 )を同表の10の( 7 )とし、同表の10の( 5 )を同表の10の( 6 )とし、同表の10の

( 4 )の次に次のように加える。

( 5 )　農業イノベーション推進課

別表第 3の11の( 1 )の表 1の項を次のように改める。

〇(11)　患畜等の殺処分（法

第17条）

事務の種類

種苗法に

関する事務

備考合議先決裁権者

知

事

副

知

事

専決権者

部

局

長

副

部

長

等

課

長

〇

課

長

補

佐

等

所

長

受

任

者

所

長

事項（根拠条項）

種苗の品質確保その他の

種苗法に関すること（県育

成品種（県が品種登録を受

けている品種をいう。）に

係るものを除く。）。

1　県民参

加の森づ

くり推進

事業に関

する事務

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っ て

は、高

〇森林保全ボランティア活

動推進事業費補助金に係る

検査に関すること。

知県中

央東林

業事務

所嶺北

林業振

興事務

所長に

委任す

る。）

別表第 3の11の( 3 )の表 2の( 2 )の項を削り、同表の11の( 3 )の表 2の( 3 )の項中「及び( 2 )」

を削り、同項を同表の11の( 3 )の表 2 の( 2 )の項とし、同表の11の( 3 )の表中11の項を12の項と

し、10の項を11の項とし、同表の11の( 3 )の表 9の( 5 )の項中「( 4 )」を「( 5 )」に改め、同項を

同表の11の( 3 )の表 9 の( 6 )の項とし、同表の11の( 3 )の表 9 の( 4 )の項の次に次のように加え

る。

別表第 3の11の( 3 )の表中 9の項を10の項とし、 8の項を 9の項とし、同表の11の( 3 )の表 7の

( 2 )の項中「森林技術センター所長」を「高知県立森林技術センター所長」に改め、同表の11の

( 3 )の表 7の( 3 )の項中「及び( 2 )」を「から( 3 )まで」に改め、同項を同表の11の( 3 )の表 7の

( 4 )の項とし、同表の11の( 3 )の表 7の( 2 )の項の次に次のように加える。

〇

〇

高知県

立森林

技術セ

ンター

所長

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っ て

は、高

知県中

央東林

業事務

( 5 )　林業普及指導事業の

外部評価に関すること。

( 3 )　コンテナ苗生産基盤

施設等整備事業費補助金

（複数の事業者で構成さ

れた連合会等の団体で

あって、県内で広域的に

活動するものが行う事業

に係るものを除く。）に

係る内示、交付決定、検

査、支払及び確定に関す

ること。
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所嶺北

林業振

興事務

所長に

委任す

る。）

別表第 3の11の( 3 )の表 7の項を同表の11の( 3 )の表 8の項とし、同表の11の( 3 )の表 6の( 2 )

の項中「活動」を「活動、林地残材の運搬等」に、「確定及び支払」を「支払及び確定」に改め、

同表の11の( 3 )の表 6の項を同表の11の( 3 )の表 7の項とし、同表の11の( 3 )の表 5の項を同表の

11の( 3 )の表 6の項とし、同表の11の( 3 )の表 4の( 2 )の項中「及び木材安定供給推進事業費補助

金」を削り、「確定及び支払」を「支払及び確定」に改め、同表の11の( 3 )の表 4の項に次のよう

に加える。

別表第 3の11の( 3 )の表 4の項を同表の11の( 3 )の表 5の項とし、同表の11の( 3 )の表 3の項の

次に次のように加える。

〇( 4 )　( 1 )から( 3 )までの

事項以外の造林関係事業

に関すること。

4　木材安

定供給推

進事業に

関する事

務

林業事

務所長

（高知

県中央

東林業

事務所

嶺北林

業振興

事務所

の所管

区域内

でのも

のにあ

っ て

は、高

知県中

央東林

業事務

所嶺北

林業振

興事務

所長に

委任す

る。）

	 〇( 1 )　木材安定供給推進事

業費補助金及び高性能林

業機械等整備事業費補助

金（複数の事業者で構成

された連合会等の団体で

あって、県内で広域的に

活動するものが行う事業

に係るものを除く。）に

係る内示、交付決定、検

査、支払及び確定に関す

ること。

〇( 2 )　( 1 )の事項以外の木

材安定供給推進事業に関

すること。

別表第 3の13の( 2 )の表 5の項を次のように改める。

別表第 3の13の( 2 )の表に次のように加える。

別表第 3の13の( 4 )の表 1の(17)の項を次のように改める。

別表第 3の13の( 5 )の表 1の( 3 )の項を次のように改める。

5　公共事

業に係る

情報シス

テムの調

達及び運

用管理に

関する事

務

8　公共事

業に係る

新技術及

び情報化

に関する

事務

(17)　水

利使用

に関す

る処分

に係る

国土交

通大臣

への意

見の具

申（法

第36条

第 1

項）

〇

〇

〇

〇

〇

( 1 )　公共事業に係る情報

システムの調達及び運用

管理に関すること。

( 2 )　( 1 )のうち重要なも

の

公共事業に係る新技術及

び情報化に関すること。

ア　治水上及び

利水上影響が

著しいもの

イ　ア以外のも

の

〇 土木事

務所長

( 3 )　指定土地及びこれに

隣接する土地への立入り
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別表第 3の14の( 1 )の下表 3の( 2 )の項中「受理」を「受理（高知県給与等集中管理特別会計、

高知県旅費集中管理特別会計、高知県用品等調達特別会計及び高知県会計事務集中管理特別会計に

係るもの、一般会計に係るもののうち総務事務センターにおいて支出負担行為を決議したものに係

るもの並びに旅費を除く。）」に改め、同表の14の( 1 )の下表 3 の( 8 )の項中「合議」を「合議

（総務事務センターにおいて支出負担行為を決議したものに係るものを除く。）」に改め、同表の

14の( 2 )の上表 5の項中「臨時的任用職員及び非常勤職員」を「会計年度任用職員及び臨時的任用

職員」に改め、同表の14の( 2 )の上表 5の( 3 )の項中「臨時的任用職員」を「会計年度任用職員」

に改め、同表の14の( 2 )の下表中 1の( 3 )の項を 1の( 4 )の項とし、 1の( 2 )の項を 1の( 3 )の項

とし、 1の( 1 )の項の次に次のように加える。

附　則

この規則は、公布の日から施行する。

等（法第23条第 1項）

別表第 3の13の( 5 )の表 3の(10)の項中「( 9 )」を「(10)」に改め、同項を同表の13の( 5 )の表

3の(11)の項とし、同表の13の( 5 )の表中 3の( 9 )の項を 3の(10)の項とし、 3の( 8 )の項を 3の

( 9 )の項とし、 3の( 7 )の項を 3の( 8 )の項とし、 3の( 6 )の項を 3の( 7 )の項とし、 3の( 5 )の

項を 3の( 6 )の項とし、 3の( 4 )の項を 3の( 5 )の項とし、 3の( 3 )の項を 3の( 4 )の項とし、 3

の( 2 )の項の次に次のように加える。

別表第 3の13の( 8 )の表 3の( 9 )の項中「( 8 )」を「(10)」に改め、同項を同表の13の( 8 )の表

3の(11)の項とし、同表の13の( 8 )の表中 3の( 8 )の項を 3の(10)の項とし、 3の( 7 )の項を 3の

( 9 )の項とし、同項の前に次のように加える。

別表第 3の13の( 8 )の表 3の( 6 )の項を同表の13の( 8 )の表 3の( 7 )の項とし、同表の13の( 8 )

の表 3の( 5 )の項中「第11条の 2」を「第11条の 3」に改め、同項を同表の13の( 8 )の表 3の( 6 )

の項とし、同表の13の( 8 )の表 3の( 4 )の項の次に次のように加える。

〇

〇

〇

〃

〃

〃

( 3 )　他人の土地への立入

り及びその一時使用（法

第16条）

( 8 )　浄化槽管理者に対す

る浄化槽の定期検査につ

いての必要な助言及び指

導、勧告並びに措置命令

（法第12条の 2）

( 5 )　浄化槽の使用休止届

及び使用再開届の受理

（法第11条の 2）

別表第 3の13の( 7 )の表に次のように加える。

10　租税特

別措置法

の規定に

よる優良

宅地の認

定に関す

る 規 則

（昭和49

年高知県

規則第15

号）に関

する事務

〇優良宅地の認定に関する

こと。

( 2 )　収入及び支出に係る更正決議書の

通知の受理（高知県給与等集中管理特

別会計、高知県旅費集中管理特別会

計、高知県用品等調達特別会計及び高

知県会計事務集中管理特別会計に係る

もの、一般会計に係るもののうち総務

事務センターにおいて支出負担行為を

決議したものに係るもの並びに旅費に

係るものに限る。）（規則第21条第 1

項及び第 2項）

〇 課長が適当であると

認めるものについて

は、課長補佐等又は

当該事項を担当する

チーフが専決する。
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